
思いやりと交流で創る   新生文化都市 

     　
将
来
に
わ
た
り
持
続
可
能
な
行

財
政
体
制
を
確
立
す
る
た
め
、
事

務
事
業
の
見
直
し
や
電
子
自
治
体

の
実
現
を
通
じ
た
事
務
事
業
の
効

率
化
の
推
進
、
公
共
施
設
に
お
け

る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
あ
り
方
、
公

共
事
業
の
実
施
手
法
の
見
直
し
な

ど
を
行
い
ま
す
。
 

　
ま
た
、
行
政
評
価
シ
ス
テ
ム
が

有
効
に
機
能
す
る
よ
う
、
引
き
続

き
評
価
シ
ス
テ
ム
の
運
用
改
善
に

取
り
組
む
と
と
も
に
、
行
政
と
し

て
の
説
明
責
任
を
果
た
す
た
め
、

市
民
感
覚
や
民
間
の
経
営
感
覚
を

含
め
た
第
三
者
に
よ
る
評
価
を
実

施
し
、
市
民
が
主
役
と
な
っ
て
行

政
の
あ
り
方
を
検
討
し
改
革
す
る

体
制
の
確
立
を
目
指
し
ま
す
。
 

   　
税
な
ど
に
つ
い
て
、
多
様
な
納

入
方
法
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、

公
共
施
設
の
使
用
料
な
ど
に
つ
い

て
、
引
き
続
き
算
定
基
準
を
検
証

し
、
サ
ー
ビ
ス
に
見
合
う
、
よ
り

適
正
な
使
用
料
、
手
数
料
と
な
る

よ
う
検
討
を
進
め
ま
す
。
 

　
ま
た
、
補
助
金
に
つ
い
て
は「
下

野
市
各
種
団
体
等
の
補
助
金
の
交

付
に
関
す
る
基
準
」
の
厳
格
な
運

用
を
図
り
な
が
ら
、
適
正
で
公
正

な
補
助
金
の
交
付
を
実
施
す
る
ほ

か
、
市
民
と
行
政
と
の
協
働
型
社

会
の
構
築
に
向
け
て
、
市
民
や
自

治
会
等
の
地
域
社
会
を
事
業
主
体

と
す
る
活
動
の
支
援
を
行
う
な
ど
、

市
民
自
ら
が
担
う
公
共
的
サ
ー
ビ

ス
の
拡
大
を
図
り
、
市
民
と
行
政

の
協
働
に
よ
る
事
業
の
推
進
に
努

め
ま
す
。
 

   　
地
方
分
権
の
進
展
に
と
も
な
い

職
員
一
人
ひ
と
り
の
業
務
量
は
、

今
後
ま
す
ま
す
増
大
す
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
ま
す
が
、
情
報
基
盤
の

活
用
に
よ
る
業
務
の
効
率
化
、
弾

力
的
な
人
員
配
分
の
見
直
し
な
ど

を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
今
後
も

市
職
員
の
給
与
等
に
関
し
て
適
正

な
水
準
の
維
持
に
努
め
な
が
ら
、

職
員
定
数
の
管
理
を
通
じ
た
人
件

費
の
抑
制
に
努
め
、
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
や
広
報
紙
等
を
通
し
て
、
市
民

に
分
か
り
や
す
い
形
で
定
員
・
給

与
等
の
内
容
を
公
表
し
ま
す
。
 

　
ま
た
、
多
様
な
行
政
ニ
ー
ズ
に

的
確
に
対
応
す
る
た
め
、
適
材
適

所
の
配
置
を
進
め
る
と
と
も
に
、

組
織
の
活
性
化
と
職
員
の
意
欲
向

上
に
努
め
ま
す
。
 

　
今
後
は
、
新
庁
舎
建
設
に
よ
る

本
庁
方
式
へ
の
転
換
に
向
け
て
、

組
織
機
構
の
見
直
し
、
意
思
決
定

の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
と
透
明
性
の

向
上
を
図
り
ま
す
。
 

  　
事
業
の
着
実
な
推
進
と
財
政
の

健
全
性
を
確
保
す
る
た
め
、
市
の

中
期
財
政
計
画（
※
）を
策
定
し
定

期
的
に
見
直
す
と
と
も
に
、
財
政

指
標
を
設
定
し
ま
す
。
 

　
今
後
と
も
財
政
の
健
全
化
に
向

け
、
引
き
続
き
財
政
状
況
と
今
後

の
見
通
し
に
つ
い
て
適
切
な
情
報

提
供
を
行
い
、
行
政
改
革
の
実
施

過
程
と
そ
の
結
果
を
分
か
り
や
す

く
市
民
に
説
明
し
、
施
策
の
推
進

に
向
け
た
市
民
と
行
政
の
意
識
の

共
有
を
図
り
ま
す
。
 

   　
財
政
情
報
や
行
政
改
革
の
内
容

は
も
と
よ
り
、
中
・
長
期
的
な
行

財
政
見
通
し
に
関
す
る
情
報
な
ど

を
提
供
し
、
市
民
と
行
政
が
共
通

の
情
報
を
も
っ
て
行
財
政
改
革
を

積
極
的
に
推
進
で
き
る
よ
う
、
対

話
の
機
会
を
充
実
し
ま
す
。
 

  　
よ
り
よ
い
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
確

保
す
る
と
と
も
に
、
市
民
に
と
っ

て
の
利
便
性
の
向
上
を
実
現
す
る

た
め
に
、
周
辺
自
治
体
と
の
連
携

を
深
め
、
行
政
運
営
、
施
設
利
用
、

交
流
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
な
ど
に
お

い
て
、
積
極
的
に
広
域
で
の
連
絡

調
整
を
図
り
ま
す
。
 

  　
合
併
を
機
に
議
員
定
数
の
見
直

し
が
行
わ
れ
ス
リ
ム
化
が
進
め
ら

れ
て
い
ま
す
が
、
今
後
と
も
、
議

会
運
営
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
議

会
自
ら
が
市
民
に
対
す
る
説
明
を

行
う
よ
う
、
更
な
る
働
き
か
け
を

行
い
ま
す
。
 

総合政策室　政策推進グループ　☎40-5550問い合わせ先 

★実質公債費比率　使途が特定されていない収入のうち、どれだけの割合を借入金返済に充てているかを
示したもの。返済金には、一般会計で返済する借入金のほか、水道などの公営企業や一部事務組合の返
済のために、市が一般会計から繰り出した額など、実質的に市が負担しているものも含む。この数値が
18％を超えると借入に県の許可が必要になり、25％を超えると制限される。 

★経常収支比率　市税や地方交付税などの一般財源のうち、どのくらいの割合が人件費、公債費、維持
補修費など毎年度継続して支出しなければならない経費（経常的経費）として使われているかを示す数
値。この比率が高いほど、財政構造の硬直化が進んでいることを表す。 

〇下野市ホームページ →〔総合案内〕→〔組織から探す〕→〔総合政策室〕→〔行政改革〕→〔第二次 
　下野市行政改革大綱・実施計画を策定しました〕 

※「中期財政計画」とは… 
　市の将来の財政見通しを予想できる範囲で明らか
にするとともに、長期的展望に立って、限られた財
源の効率的な運用を図り、健全な財政運営を行うた
めの指針となるものです。 
主な財政指標（平成23年度） 
★実質公債費比率　14.0％以内 
★経常収支比率　88％程度 

※第二次下野市行政改革大綱の全文は、市ホームページでご覧になれます。 

重
点
項
目
 

事
務
事
業
・
行
政
サ
ー
ビ
ス
 

の
見
直
し
と
経
営
改
善
 

1
受
益
と
負
担
の
見
直
し
と
 

協
働
の
推
進
 

2

組
織
人
員
の
見
直
し
と
 

行
政
運
営
体
制
の
充
実
 

3

市
民
と
行
政
の
 

対
話
の
推
進
 

5
財
政
改
革
の
推
進
 

4
広
域
的
な
行
政
の
推
進
 

6

議
会
の
あ
り
方
 

7


